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要旨 

ポリエチレン管は変形追従性に優れていることから、超軟弱地盤における農業用パイプラインの不同

沈下や地震動に対する安全性向上が期待できる。本研究では、現在利用されつつある高密度ポリエチレ

ン製ガラス繊維強化ポリエチレン管について、更なる軽量化を目指し、中空リブ構造を内圧管に適用し

て外圧試験やクリープ試験、実証実験等を行い、その有効性や設計手法を検証した。また、原材料であ

る高密度ポリエチレン樹脂について、これまでの石油由来ではなく、バイオマス由来のナフサを用いた

原材料やリサイクル樹脂について検討・評価した。 

キーワード：超軟弱地盤、農業用パイプライン、ポリエチレン管、GHG排出量削減 
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1. はじめに 

 
北海道に広く分布する泥炭を代表とした軟弱地盤には、荷重や地下水位の変動により地盤沈下や不同沈下が発

生し、農業水利施設に支障が生じるリスクがある。特にパイプラインでは、管体の破損や継手からの漏水（図-1）

により営農に支障をきたす可能性が高い。 
軟弱地盤では施設の軽量化が地盤沈下を抑制するための重要テーマの一つであり、その対策として近年、軽量

かつ柔軟で一体化管路を構築でき（図-2）、耐食性を有する高密度ポリエチレン製のガラス繊維強化ポリエチレ

ン管が徐々に普及している。 
本共同研究では、更なる軽量化を目指した新しい管材を開発することを目的とする。 
管の軽量化は、工期短縮による建設機械の稼働日数低減や原料使用量の低減、温室効果ガス(GHG)の排出削減

や環境配慮に繋がる。また、原材料である高密度ポリエチレン樹脂について、石油由来のナフサではなく、バイ

オマス由来のナフサを用いた原材料やリサイクル樹脂について検討・評価することで、化石燃料の枯渇問題、GHG
の排出削減への取り組み等、環境への配慮を意識した農業用パイプラインの構築へ向けた適用性の検討も併せて

行う。 
 

 
 

 

 

2. 研究実施体制 

 
寒地土木研究所と農研機構、神戸大学、タキロンシーアイシビル株式会社、株式会社プライムポリマーによる

共同研究体制をとっている。その分担は下表に示すとおりである（表-1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 パイプラインの漏水事故                     図-2 ポリエチレン管の施工状況 
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表－1 研究の実施体制 

研究項目 研究細目 
研究分担 

備考 寒地土木 

研究所 
農研機構 神戸大学 

タキロンシー 

アイシビル(株) 

(株)プライ

ムポリマー 

超軟弱地盤の農

業用パイプライ

ンにおける沈下

抑制と環境配慮

に関する研究開

発 

内圧用ポリエチ

レンリブ管の短

期特性 
◎ ○ ○ ◎ ○ 

 

内圧用ポリエチ

レンリブ管の長

期特性 
○ ◎ ○ ◎ ○ 

 

実証実験 ○ ○ ◎ ◎ ○  

設計施工マニュ

アルの作成 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ 
 

バイオマス由来原

料およびリサイク

ル樹脂によるGHG
削減効果 

◎ ◎ ◎ ○ ◎ 

 

リサイクル樹脂

の物理特性 ◎ ◎ ○ ○ ◎ 
 

まとめ ○ ○ ○ ◎ ○  

 

 

3. 研究実施期間 

 
 本共同研究の実施期間は下表の通りである（表-2）。 
 

表－2 研究スケジュール 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究細目 備考

内圧用ポリエチレンリブ管
の短期特性

内圧用ポリエチレンリブ管
の長期特性

実証実験

設計施工マニュアルの作成

バイオマス由来原料および
リサイクル樹脂によるGHG
削減効果

リサイクル樹脂の物理特性

まとめ

令和4年度 令和5年度 令和6年度
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4. 研究方法および結果 

 
4.1  研究実施内容の概要 

 

本共同研究では、超軟弱地盤での内圧用ポリエチレン管の短期および長期特性や環境に配慮した原材料の検討

を行うため、以下の試験研究を実施した。 
(1) 内圧用ポリエチレンリブ管の研究開発 
ガラス繊維強化ポリエチレン管は、近年、内水圧が作用する農業用パイプラインで実績を伸ばしている。しか

し、軟弱地盤の管路設計では管厚を増すことで鉛直荷重に対応してきた。その結果、ポリエチレン管の特徴であ

る軽量性が十分に発揮出来ていない。このため、耐圧ポリエチレンリブ管の管壁構造をガラス繊維強化ポリエチ

レン管と一体化し、両管の特性を活かした軟弱地盤に適した「内圧用ポリエチレンリブ管」（図-3）の研究開発

を行う。そこで、①短期特性に関する試験②長期特性に関する試験によってその挙動を数値的に把握するととも

に、③曲げ性能を把握する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 内圧用ポリエチレンリブ管（研究開発品）とガラス繊維強化ポリエチレン管（従来品）の比較 

 

(2) 内圧用ポリエチレンリブ管の現場実証試験 
(1)の成果について、実際の超軟弱地盤内に埋設した管水路によって検証する。また、実験との整合性や現場適

用における留意点を抽出する。 
(3)  環境配慮に関する研究開発 
高密度ポリエチレン樹脂製の管材は、石油由来のナフサから精製された原料により製造されている。近年、地

球環境を配慮した取り組みとして、化石燃料の枯渇および GHG の排出削減が重要な課題とされており、プラス

チック業界においても、バイオマス由来のナフサを用いたプラスチック製品を市場へ展開している。そこで、バ

イオマス由来のナフサを用いた原材料及びリサイクル樹脂を使用することで見込まれるGHG削減量を検証する。

また、リサイクル樹脂を用いた管材の適用性確認およびGHG削減量について検証する。 
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4.2 内圧用ポリエチレンリブ管の研究開発 

 

4.2.1 内圧用ポリエチレンリブ管の短期特性 

(1) 偏平試験 

研究開発品の外圧性能を検証するため偏平試験を実施した（図-4、図-5、図-6、図-7）。また、外圧性能が同

等の従来品と比較し、重量低減の効果を合わせて検証した。 
【試験方法】 

研究開発品を耐圧試験機にて荷重を加え、内径5%偏平した段階での荷重を読み取る。読み取った荷重を

試験片長さより 1m当たりに換算した試験値を 5%たわみ荷重とする。5%たわみ荷重より式①および式②で

曲げ剛性（EI）を試験値から計算する。予め設定した設計曲げ剛性と比較して試験より計算される曲げ剛性

が大きいことを確認する。偏平試験は座屈するまで継続し、圧縮降伏たわみ率が50%以上であることを確認

する。なお試験速度は10mm/minとした。 
 
 
 

 
※SR：環剛性（kN/m2） 

 
【試験体】 
 口径：研究開発品 呼び径φ600、φ1000、φ1500 
 品種：各口径SR140相当品 
 
 
 
                    
 
                      
                       
 
 
 
 
 
 
 
 
【試験結果】 

表-3に各口径の試験値（耐圧強度）と、設計および試験より計算した曲げ剛性を示す。試験を実施した

3口径すべてにおいて、事前に設計した設計EI(曲げ剛性)を上回った。3口径ともたわみ率50%では降伏は確

認できず、それ以上のたわみ率（54～61%）で降伏点を確認した。 
また、SRが同等のガラス繊維強化ポリエチレン管と重量を比較した結果、およそ15%軽量化（φ600比較 

開発品60kg/m  従来管75kg/m）を達成した。 
 

図-4 たわみ率略図 

式① 

式② 

たわみ率(%) = ×100 式③ 

鉛直方向の載荷 

管内径変位量 

試験前管内径 
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表－3 偏平試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 φ1000偏平試験（亀裂面）          図-7 φ1500偏平試験（亀裂面） 

 
 
 
 
 
 
 

φ600 φ1000 φ1500

5%たわみ荷重
(KN/m)

試験値：39.6
規格値：28.2

試験値：69.1
規格値：47.0

試験値：71.5
規格値：70.5

Ei値

(KN・m2/m)

設計EI：4.43
EI逆算：6.28

設計EI：20.34
EI逆算：29.91

設計EI：68.32
EI逆算：69.44

破壊時の破壊面
PEGF部

(たわみ率61%)
PEGF部

(たわみ率55%)
PEGF部

(たわみ率53.8%)

図-5 偏平試験 

耐圧試験機 

たわみ率55% 
たわみ率54% 

EI値 

（たわみ率54%） 

破壊面 破壊面 

降伏時の亀裂 
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(2) 破壊試験 

研究開発品の耐内水圧性能を検証するために破壊試験を実施した。 
【試験方法】 

図-8に示すとおり、EF継手部を中心に配置して、両側に中空リブ 3ピッチ分の試験体（両端はフラン

ジで封かん）に一定間隔（0.2MPa/分）で水圧を加える。設計水圧である 0.5MPa 以上に到達した時点で 3
分間保持し、減圧率が20%以内であることを確認する。その後、同間隔（0.2MPa/分）で管内水圧を上げて

いき、破壊水圧が設計破壊水圧である1.92MPa以上であることを確認する（図-9）。 
また、図-10で示す位置にひずみゲージを貼付け、応力集中などの影響を確認する。 

【試験体】 
口径：呼び径φ600 

    品種：SR140相当品 
    長さ：1840mm＋両側フランジ部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 破壊試験 試験体 

図-8  破壊試験 試験体略図 

図-10 破壊試験ひずみゲージ設置位置 

1840 mm 

180 mm 

単位：mm 
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【試験結果】 
図-11に示すとおり、3分保持の試験では0.75MPaから0.70MPaの減圧で（減圧率7%：0.75MPa→0.70MPa）

であり水圧保持を確認できた。また破壊水圧は2.7MPa以上となり設計破壊水圧以上であることを確認した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
また、破壊部付近では、破壊部（30度）より 30度ズレた 0度位置の管軸方向のひずみが高くなってい

ることが確認でき（図-12）、更には試験体の破壊モード(管周方向に破断)より管軸方向の引張によって破

断していることが確認された（図-13）。これは両端を封かんするフランジに加わる圧力による管軸方向

のスラストの影響である。一方、管周方向のひずみは測定位置による差異は見られず、内水圧に対して

は中空リブ構造の管では応力集中が生じていないことを確認した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 破壊試験管内圧力推移 

図-12 破壊試験発生ひずみ推移 

図-13 破壊断面写真 

0.0    2.0     4.0    6.0     8.0    10.0    12.0   14.0   16.0 

時間（分） 

3.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

0.0 

0.0          0.5           1.0          1.5           2.0          2.5           3.0 

管内水圧（MPa） 

30000 

5000 

10000 

15000 

20000 

25000 

0 

35000 

-5000 
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(3) 3点曲げ試験 

研究開発品の管軸方向曲げに対する曲げ特性を把握するために3点曲げ試験を実施した。 
【試験方法】 

図-14(1)、図-14(2)、図-15に示すとおり、試験体の両端部より 1mの位置に支点を置き、支点間距離が

10mになるように試験体を設置し、その中央部を油圧シリンダーにて水平方向に変位させる。研究開発品

中央部管軸方向の発生ひずみを測定し許容ひずみである30,000μに達する変位量を確認する。その変位量よ

り図-16で示す曲率半径を算出する。 
【試験体】 

口径：呼び径φ600、品種：SR140相当品、長さ：12m 
① 通常部（1mフランジ管＋2.5m管＋5m管＋2.5m管＋1mフランジ管） 

隣接する管はbutt融着にて接続し、12m一体管とする 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

② EF継手部（1mフランジ管＋5m管＋5m管＋1mフランジ管） 
隣接する管は中央部がEF、その他がbutt融着にて接続し、12m一体管とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図-14(1) 3点曲げ試験試験体（通常部）①平面図 

図-14(2) 3点曲げ試験体（EF継手部）②平面図 

 
 
 
 
 
 
 
 

試験体① 

支点 支点 

：ひずみ測定点

支点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

試験体② 

支点 支点 

：ひずみ測定点

支点 

図-15 3点曲げ試験状況写真 図-16 曲率半径 

単位：mm 

単位：mm 

油圧ジャッキにて水平方向
に変位させる。 

支点間距離：10 m 
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【試験結果】 
図-17で示す通り、通常部では変位量 520mmで発生ひずみが 30,000μに到達した。変位量より、曲率半

径を算出すると 33Dとなる。これより安全率 2と仮定すると、70Dまでが許容曲率半径として安全である

ことを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 また、EF継手部の結果を図-18で示す。変位量 520mmでは発生ひずみが 17,400μであり、通常部より

発生ひずみが少ないことが確認された。また、30,000μに到達したのは変位量が880mmのときであった。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図-17 3点曲げ試験結果（通常部：試験体①） 

図-18 3点曲げ試験結果（EF継手部：試験体②） 
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4.2.2 内圧用ポリエチレンリブ管の長期特性 

(1) 熱間内圧クリープ試験 

 研究開発品の長期耐久性を検証するため、熱間内圧クリープ試験を実施した。 
【試験方法】 

図-19で示すガラス繊維強化ポリエチレン管のJIS規格（JIS K 6799）に準拠した試験条件で、図-20で示

す試験体を用いて実施した。 
 試験時間：1000h 
 試験温度：80℃（水槽内水温） 
 試験圧力：円周応力7.0MPa（試験水圧1.1MPa） 
 評価方法：破壊なし 
【試験体】 
口径：呼び径φ600 
品種：SR140相当品 
長さ：2580mm＋両側フランジ部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【試験結果】 
 1000h経過後に破壊は確認されなかった（図-21）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-19 JIS K 6799 試験条件 

図-21 熱間内圧クリープ試験 状況写真 

図-20 熱間内圧クリープ試験 試験体平面図 

単位：mm 
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(2) 外圧クリープ試験 

研究開発品の長期外圧性能を検証するため外圧クリープ試験を実施した。 
【試験方法】 

短期荷重により内径を3%偏平させる荷重を、図-22に

示す治具によって瞬間的に加えた後に、10000h放置し、

鉛直変位量（内径変位量）を測定した。試験は気中載荷

方式とした。 
【試験体】 
  口径：呼び径φ600 
  品種：SR140相当品 
【試験結果】 

試験結果を図-23 で示す。気中載荷試験であるため、

実証試験の値と比較すると、鉛直変位量の増加量が大き

い。載荷初期の変位量が想定していた3%よりも大きく、

試験結果については改めて検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.3 内圧用ポリエチレンリブ管の現場実証試験 

 

4.3.1 現場実証試験の概要 

 現地実証試験は、北海道岩見沢市の泥炭地盤に

研究開発品および従来品の管（PEGF 管）を埋設

し（図-24）、管水路の埋設後の挙動や沈下抑制の

効果を確認した。また、ひずみゲージにより、管

水路に生じるひずみを長期的に観測した。 
 
施工完了日：2023年7月末 
計測期間 ：2023年8月～2024年10月 
 

 

図-22 外圧クリープ試験 状況写真 

図-23 外圧クリープ試験結果 
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図-24 試験施工状況写真 
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4.3.2 現場実証試験の供試管および試験方法 

【試験体】 
口径：呼び径φ600、品種：SR140相当品 
長さ：32m（1mフランジ管＋10m管＋10m管＋10m管＋フランジ管1m） 
   10m管と10m管はEF継手により接続（2か所） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試験方法】 
 試験フィールドには、研究開発品との比較用に呼び径 φ600-SR 同等のガラス繊維強化ポリエチレン管

を直列に敷設し（図-25、図-26、図-27）、管体および地盤の沈下量の計測を行った。（図-28、図-29） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-25 供試管敷設状況 図-26 EF継手融着状況 

 
 
 
 
 
 
 

図-27 施工断面 

図-28 沈下測定棒 

図-29 供試管埋め戻し完了 

写真奥側：研究開発品 
写真手前：既存品 

単位：mm 

研究開発品30m 
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供試管には、10m管1本当たり管頂、管底14か所ずつ（30mで42×2 = 84か所）、管軸方向に1軸のひ

ずみゲージを貼付けて、管軸方向の挙動を確認した（図-30、図-31、図-32、図-33）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、試験体の中央には、図-32で示す位置の管周方向に1軸のひずみゲージを貼り付けて挙動を確認

した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.3 現場実証試験の結果 

(1) 管および地盤の沈下と地下水位の状況 

管および地盤の沈下、地下水位について図-34 に示す。施工直後に研究開発品、既存品の初期沈下や地盤

の圧密沈下を観測したが、その後はほぼ沈下は観測されなかった。地下水位についてはGL面に非常に近く、

地下水位の高い状況であった。沈下量に関しては、既存品の0.2mに対し、研究開発品は0.1mと約50%となり、

軽量化による大幅な沈下抑制効果が確認できた。 
 

図-30 供試管1本あたりの管軸方向ひずみゲージ位置 

図-31 供試管1本あたりの管軸方向ひずみゲージ貼り付け状況 

図-32 管周方向測定用のひずみゲージ貼り付け位置 

図-33 管周方向測定用のひずみゲージ

貼り付け状況 
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(2) 管ひずみの状況 

【管周方向ひずみ】 
管周方向のひずみ測定位置を図-35に示す。管周方向ひずみは、管表面とリブ部で測定した。 
管周ひずみの発生状況を図-36に示す。管周方向ひずみでは、リブ部の管頂で最大ひずみ-2034μ、観測期

間15か月で増加したひずみの最大量は633μであった。管表面では最大ひずみ1225μ、増加したひずみの最

大量は463μでありリブ部の方が発生ひずみは大きかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-34 管および地盤の沈下と地下水位の状況 

 
 
 
 
 
 
 GL 面 

① 地盤沈下量0.2m 

② 開発品沈下量0.1m 

③ 既存品沈下量0.2m 

2023年 2024年 

図-35 管周方向ひずみ測定位置 

図-36 管周方向ひずみ発生状況 
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【管軸方向ひずみ】 
研究開発品の管軸方向ひずみを図-37、比較する既存品の管軸方向ひずみを図-38に示す。いずれにおい

ても許容ひずみである30000μと比較し十分に安全であることを確認した。また、研究開発品と既存品を比

較しても発生ひずみに大きな差異は見られなかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-37 管軸方向ひずみ測定結果（研究開発品） 

図-38 管軸方向ひずみ測定結果（既存品） 
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(3) 管たわみの状況 

 研究開発品（リブ管）の管たわみ量を図-39 に示す。施工したフィールドの地盤条件を考慮した試算上の

たわみ量は 1%であった。観測された実際の管たわみは 0.6%程度であり、設計施工マニュアルに記載予定の

設計方法を用いれば、安全な設計が可能であることが確認された。また既存管と比較しても同程度のたわみ

量であった。 
【試算を行った実際の地盤条件】 
  設計水圧：0.2MPa 
  土被り：2m 
  土の単位重量：10kN/m3 
  受動抵抗係数e’：1500kN/m2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 環境配慮に関する研究開発 

 

本研究では、4.2.1に記載した管材の軽量化に加え、環境負荷低減の取り組みとしてバイオマスおよびリサ

イクル樹脂を使用した原材料の検討を行った。 
 

4.4.1 バイオマス由来原料およびリサイクル樹脂によるGHG削減効果 

(1) GHG削減効果の算出方法 

バイオマス由来の原材料の GHG 削減効果については、「マスバランス方式」で算出した。「マスバラン

ス方式」とは、原料から製品への加工・流通工程において、ある特性を持った原料（バイオマス由来原料や

リサイクル原料等）がそうでない原料（石油由来原料等）と混合される場合に、その特性を持った原料の投

入量に応じて、製品の一部に対してその特性の割り当てを行う方法である。具体的には、バイオマス由来の

原料と石油由来の原料が製造工程に置いて混合して作られた場合、マスバランス方式を活用すれば、投入し

たバイオマス由来の原料の量に応じて、できあがった製品の一部を「100％バイオマス由来」と見なすことが

できる。このことから、本研究ではバイオマス由来の原料比率を100％としてGHG削減効果を検証した。 
また、リサイクル樹脂のGHG削減効果は、4.4.2で検討した結果を踏まえ、リサイクル原料を5％配合した

場合で算出した。 

図-39 管たわみ量 図-39 変位量とたわみ量の関係 
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GHG削減効果は、CO2の削減量で評価することとし、株式会社プライムポリマーの材料生産工場（千葉県）

からパイプ製造工場（北海道）へ材料を輸送し、パイプを製造するまでのCO2排出量を算出した。 
(2) バイオマス由来の原料を利用した場合のCO2排出量 

既存材料(石油由来)とバイオマス由来の原料を利用した場合のCO2排出量を比較した（図-40）。既存材料

では、材料製造に1.66kg/kg(1kgの材料を製造するのに排出するCO2排出量kg)のCO2を排出するが、バイオマ

ス由来原料は、光合成により二酸化炭素を吸収するため、製造後でもCO2排出量が-1.69kg/kgとなる。その後

の輸送やパイプ製造で排出するCO2の排出量が変わらないため合計で、3.35kg/kgのCO2排出量削減効果が見

込まれる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) リサイクル原料を利用した場合のCO2排出量 

既存材料（石油由来）とリサイクル原料を利用した場合のCO2排出量を比較した（図-41）。再生ペレッ

ト製造などリサイクル工程での排出量が加算されるため、トータルでは現状よりCO2排出量が増加している。

ただし、計算上加味されていない産業廃棄物の削減や産廃処理時のCO2排出量（3.14kg/kg）が実際は削減で

きると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-40 既存材料とバイオマス由来樹脂を使用した場合のCO2排出量比較 

図-41 既存材料とリサイクル樹脂を使用した場合のCO2排出量比較 
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4.4.2 リサイクル樹脂の物理特性 

(1) リサイクル樹脂の配合 

 リサイクル原料は、研究開発品および既存品のガラス繊維強化ポリエチレン管とした。研究開発品や既存

品の製造工場で工程外へ排出されたパイプ形状の物を切断、粉砕し、バージン原料（未使用・未加工材料）

と混練（リサイクル原料20％、バージン原料80％）し、リサイクル樹脂とした（図-42）。 
(2) 性能評価 

リサイクル樹脂を使用した管材の性能評価を以下のとおり行った。 
【試験体】 
リサイクル原料を3％もしくは5％配合したリサイクル樹脂でガラス繊維強化ポリエチレン管（φ300）を製

造し、管壁から試験片を切り出した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 試験内容 

① 引張強さ（引張試験：JIS K 7161） 
試験速度：50mm/min 
1号ダンベル形状の試験片を上下に一定速度で引張り、破断点抗張力より引張強さを算出する。 
引張強さ＝破断点抗張力÷試験片断面積 

② 衝撃強さ（シャルピー衝撃試験：JIS K 7111） 
切り欠きの入った試験片に高速で衝撃を加え試験片を破壊。破壊するのに要したエネルギーより、 
衝撃強さを算出する。 

③ 曲げ強さ（曲げ試験：JIS K 7171） 
両端を支持した試験片の中央に荷重（5mm/min）を加え、試験片のひずみと応力の関係を測定する。 
曲げ弾性率：規定されたひずみに対する応力の比 

④ 引張疲労応力（FNFT：JIS K 6774） 
6mm角の試験片中央に深さ1mmの溝を全周に掘り込み、引っ張り 
疲労荷重を加えて、試験片を破断。 
試験応力ごとの破壊回数をプロットし、その回帰式から長期の 
疲労破壊強度を算出する（図-43）。 
試験温度：60℃ 
周波数：0.5Hz 

 
 

 

 

図-42 リサイクル樹脂と試験パイプイメージ 

図-43 FNFT試験片 

全周1mm溝 
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【試験結果】 

上記①～④の試験結果を図-44、図-45、図-46、図-47 に示す。全ての項目で、リサイクル原料 5％添加し

た試験片と既存材料は同程度の性能であった。この結果から、リサイクル原料を5％添加したパイプは既存

管と同等の性能が得られると推測される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

 

本共同研究では、近年、軟弱地盤で普及しつつあるガラス繊維強化ポリエチレン管の更なる軽量化を目指し「内

圧用ポリエチレンリブ管」を開発し、同管の性能について検証した。「内圧用ポリエチレンリブ管」を用いた室

内試験および現地試験を実施した結果、15％の軽量化を達成し、同管における耐内水圧や許容曲率半径が明確化

された。また、「内圧用ポリエチレンリブ管」の原材料である高密度ポリエチレン樹脂について、石油由来では

なくバイオマス由来のナフサを用いた原材料やリサイクル樹脂について検討し、GHG削減効果が高い「内圧用ポ

リエチレンリブ管」へ転用するための基礎的なデータを得た。 
本研究の成果は、農林水産省ホームページ内の官民連携新技術研究開発サイト「完了した研究課題」で公表さ

れている。本技術が現場で活用されることにより、農業基盤整備がより一層安全かつ環境に配慮したものになる

ことを期待する。 
 
 
 
 
 

図-44 引張強さ 図-45 衝撃強さ 

図-46 曲げ強さ 

図-47 リサイクル樹脂引張疲労応力 
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